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研究要旨 

本政策研究事業田中 純子班では、令和 2 年度研究において、 
1) 免疫グロブリン製剤の需要予測と必要血漿分画製剤用原料血漿量の算出（NDB データに基づく）、 
2) 【需要】血液製剤の需要予測とそのために必要な献血者数の予測（日赤年報と将来推計人口に基づく）、 
3) 【供給】献血者数の将来予測（マルコフモデルと Age-Cohort モデルによる） 
を実施し報告した。いずれの資料も 2018 年まで（コロナ禍前）の実績値に基づく将来推計を行い、その結果、

2025 年における予測献血者数は 440~444 万人、予測血液製剤需要は献血者換算 477～505 万人分であり、2025
年には献血者が 33～65 万人不足することを示し、この結果は「献血推進 2025」の目標献血率策定時の参照資料
となった。この中期目標設定にあたっては、新型コロナウイルス感染症の影響を十分に考慮できていないため、
中間年である令和 5 年度を目途に達成目標のそれぞれの項目の実績値を確認し、必要に応じて見直していくこと
とされていた。 

その後、令和 4 年度研究では、【供給】予測に用いる資料（2006 年-2020 年度）と数理モデルを更新し、献血
本数の再予測を試みた。その結果、2025 年には、献血者数（【供給】）4,490,460 人（献血率 5.8%）となり、令和
2 年度研究（コロナ禍前）による予測値よりも 0.1%(9 万人)高くなること、また、日赤のコロナ禍における献血
者確保対策が効果的であったことを報告した。 
令和 5 年度では、解析期間を延長したコロナ禍の 2020 年を含む資料を用いて、血液製剤の需要とそのために必

要な献血者数の算出（【需要】予測）を行った。その結果、2025 年度予測値については、血液製剤の需要（令和
5 年度研究 469～547 万人分、令和 2 年度研究 477～505 万人分）と令和 2 年度研究の結果と大きくは変わらな
かったことを報告した。 
今年度は 
1) 【供給】献血者数の将来推計のための献血者データの利用申請 
2) 【需要】需給予測のもととなる、免疫グロブリン製剤の需要予測方法を変更（①国内製剤の需要予測、およ

び、②国内製剤・海外製剤の合計の総需要予測に国内自給率 95%を考慮したもの）したため、需要予測の再推計
を行った。 

 
1) 【供給】献血者数の将来推計のための献血者データの利用申請：令和６年 11 月 22 日、日赤より追加の献血

者データの提供を受け、2006-2023 年度の献血者データベースを作成した。なお、年間のべ献血者数は 2021 年
度 505 万人（令和 4 年度研究での予測値 493 万人）、2022 年度 501 万人（同 482 万人）、2023 年度 501 万人（同
471 万人）であった。令和 7 年度研究において Age-Period-Cohort モデルによる献血者数の将来推計を行う予定で
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ある。 
2) 【需要】血液製剤の需要予測とそのために必要な献血者数の予測：本研究班では血液製剤を輸血用血液製剤

と血漿分画製剤に分けて、 
① 血漿分画製剤以外の血液製剤（赤血球、血小板、血漿）の需要予測、 
② 免疫グロブリン製剤の需要に必要な原料血漿量の需要予測（NDB を使用した免疫グロブリン製剤の使用実態

と需要予測 参照 ） 
③ ①②を献血者数に換算 
の手順で行っている。 
①については、令和 5 年度研究において下記の手順 

輸血用血液製剤の需要に関しては、日本赤十字社「血液製剤単位数」（2008-2021 年）を年齢群で按分し、「人
口千人あたりの年齢群別血液製剤単位数」を算出し、一般化線形モデルによる当てはめを行い、2021 年以降
の「血液製剤推定需要単位数」および「血液製剤の需要に必要な献血本数」を算出 

で実施し、その結果 
1. 2025 年に必要な推定血液製剤需要単位数について将来推計人口を用いて算出すると、赤血球製剤+全血

製剤 620 万単位、血小板製剤 870 万単位、血漿製剤 205 万単位となる。 
2. 2028 年に必要な推定血液製剤需要単位数について将来推計人口を用いて算出すると、赤血球製剤+全血製

剤 594 万単位、血小板製剤 834 万単位、血漿製剤 194 万単位となる 
を報告した。 
②について、本年度研究の免疫グロブリン需要推計（NDB を使用した免疫グロブリン製剤の使用実態と需要予

測 参照）において、以下の結果を得ている 
免疫ブロブリン製剤の需要は 

国内製剤の需要予測値は、2025 年度 1,776,344 本、2028 年度 1,637,162 本 
海外製剤を含む総需要予測値は 2025 年度 2,363,737 本、2028 年度 2,431,523 本 

また必要原料血漿量について 
国内製剤の需要予測に基づいた原料血漿量は 2025 年度 88.8 万 L、2028 年度 81.9 万 L 
総需要予測値を期待自給率 95.3%で補正した原料血漿量は 2025 年度 129.5 万 L、2028 年度 133.2 万 L 

③2025 年に必要な推定血液製剤需要単位数を血液製剤の需要に必要な献血者数に換算すると、全血献血321 万
人、血小板成分献血 83 万人、血漿成分献血（血漿製剤製品用）18 万人となる。2028 年に必要な推定血液製剤需
要単位数を血液製剤の需要に必要な献血者数に換算すると、全血献血 307 万人、血小板成分献血 80 万人。血漿
成分献血（血漿製剤製品用）17 万人となる。この結果を基に、原料血漿量確保のために必要な成分献血数（全血
献血と血小板献血からの原料血漿転用を除く）は2025年度724,472～1,258,029人、2028年度615,558～1,396,129
人と算出された。 
また、赤血球・血小板・血漿血液製剤と血漿分画製剤を合わせた全血液製剤需要に必要な献血者数は 2025 年度

4,943,934~5,477,491 人、2028 年度 4,654,932~5,435,503 人と算出された。 
さらにこの結果を基に、献血不足分および目標献血率を算出したところ、献血不足分は 2025 年度

453,473~987,030 人、2028 年度 513,115~1,293,686 人、また 16-39 歳の 2025 年度目標献血率は 6.4-8.2%とな
り、献血推進 2025 の目標献血率 6.7%の修正は不要であると考えられた。また、2028 年度目標献血率（暫定）を
算出したところ 6.3-8.8%となり、「献血推進 2025」目標値とほぼ同じ値になると考えられた。 
なお、本研究の献血の需要と供給の将来推計値については、2024 年 7 月に行われた第１回献血推進調査会に田

中純子代表が参考人として招集され、「献血推進2025」の数値の妥当性の検証と、2028 の目標値案として報告し
た。来年度（令和 7 年度）研究においては、献血者データおよび血液製剤供給実績データを更新し需給予測を行
い、2028 年度献血目標値を更新する予定である。 
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A. 研究目的 
少子高齢化が進む我が国では、献血可能年齢人口（16-

69 歳）の減少による献血者数の減少および高齢者人口の
増加に伴う血液製剤需要の増加が見込まれている。 

日本赤十字社はこれまで平成 22 年、26 年に「輸血用血
液製剤の供給本数と献血者数のシミュレーション」を行い、
現状の血液製剤の使用状況が続くと、血液製剤の需要は
年々増加し、平成 20 年度予測では 2027 年に献血者 549
万人分となると推定し、平成 26 年度予測では 2027 年に
545 万人分になり、85 万人分の献血が不足すると報告し
た。しかし、輸血用血液製剤数（実測値）は高齢者人口の
増加にもかかわらず、増加せず横ばい傾向にある。これは
侵襲的治療技術の向上による輸血使用量の減少など様々
な要因が考えられている。 

一方、年齢別に献血者数の推移をみると、若年層の献血
者（延べ献血者数）が減少し、中高齢層による献血者が微
増する傾向がみられている。 

本政策研究事業田中 純子班では、令和 2 年度研究にお
いて、 

1) 免疫グロブリン製剤の需要予測と必要血漿分画製剤
用原料血漿量の算出（NDB データに基づく）、 

2) 【需要】血液製剤の需要予測とそのために必要な献
血者数の予測（日赤年報と将来推計人口に基づく）、 

3) 【供給】献血者数の将来予測（マルコフモデルと Age-
Cohort モデルによる） 

を実施し報告した。いずれの資料も 2018 年まで（コロ
ナ禍前）の実績値に基づく将来推計を行い、その結果、
2025 年における予測献血者数は 440~444 万人、予測血
液製剤需要は献血者換算 477～505 万人分であり、2025
年には献血者が 33～65 万人不足することを示し、この結
果は「献血推進 2025」の目標献血率策定時の参照資料と
なった。この中期目標設定にあたっては、新型コロナウイ
ルス感染症の影響を十分に考慮できていないため、中間年
である令和 5 年度を目途に達成目標のそれぞれの項目の
実績値を確認し、必要に応じて見直していくこととされて
いた。 

その後、令和 4 年度研究では、【供給】予測に用いる資
料（2006 年-2020 年度）と数理モデルを更新し、献血本
数の再予測を試みた。その結果、2025 年には、献血者数
（【供給】）4,490,460 人（献血率 5.8%）となり、令和 2 年
度研究（コロナ禍前）による予測値よりも 0.1%(9 万人)高
くなること、また、日赤のコロナ禍における献血者確保対
策が効果的であったことを報告した。 

令和 5 年度では、解析期間を延長したコロナ禍の 2020
年を含む資料を用いて、血液製剤の需要とそのために必要
な献血者数の算出（【需要】予測）を行った。その結果、
2025 年度予測値については、血液製剤の需要（令和 5 年
度研究 469～547 万人分、令和 2 年度研究 477～505 万人
分）と令和 2 年度研究の結果と大きくは変わらなかった
ことを報告した。 

今年度は 
1) 【供給】献血者数の将来推計のための献血者データ

の利用申請 
2) 【需要】需給予測のもととなる、免疫グロブリン製

剤の需要予測方法を変更（①国内製剤の需要予測、
および、②国内製剤・海外製剤の合計の総需要予測
に国内自給率 95%を考慮したもの）したため、需
要予測の再推計を行った。 

 
B. 研究方法 
1) 【供給】献血者数の将来推計のための献血者データの

利用申請：令和６年 11 月 22 日、日赤より追加の献血
者データの提供を受け、2006-2023 年度の献血者デー
タベースを作成した。なお、年間のべ献血者数は 2021
年度 505 万人（令和 4 年度研究での予測値 493 万人）、
2022 年度 501 万人（同 482 万人）、2023 年度 501 万
人（同 471 万人）であった。令和 7 年度研究において
Age-Period-Cohort モデルによる献血者数の将来推計を
行う予定である。 

2) 【需要】血液製剤の需要予測とそのために必要な献血
者数の予測：本研究班では血液製剤を輸血用血液製剤
と血漿分画製剤に分けて、 

① 血漿分画製剤以外の血液製剤（赤血球、血小板、
血漿）の需要予測、 

② 免疫グロブリン製剤の需要に必要な原料血漿量
の需要予測（NDB を使用した免疫グロブリン製剤
の使用実態と需要予測 参照） 

③ ①②を献血者数に換算 
の手順で行っている。 
①については、令和 5 年度研究において下記の手順で

推計を行った： 
(1)  2008-20 年の日本赤十字社「血液事業の現状」

の血液製剤単位数を、東京都の年齢群別血液製剤
使用状況をもとに按分し、さらに国勢調査人口か
ら「年齢群別人口 1,000 人当たりの血液製剤単位
数」を算出する。 
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(2) 2008-20 年の「人口 1,000 人当たりの血液製剤供
給単位数」を一般化線形モデルに当てはめ、2021
年以降の「人口 1,000 人当たりの血液製剤需要単
位数」を推定し、将来推計人口を用いて 2021 年
以降の「血液製剤需要単位数」の推定値を算出す
る。 

②血漿分画製剤の需要に関しては、「NDB を使用した免
疫グロブリン製剤の使用実態と需要予測」で算出した
国内製剤の需要予測に基づいた原料血漿量、総需要予
測値を期待自給率 95.3%で補正した原料血漿量を用
いた。 

③について、血漿分画製剤以外の血液製剤に必要な献血
者数は 2021 年以降の「血液製剤需要単位数」を、現
状の献血者数と血液製剤供給単位数をもとにした血
液製剤供給単位数と献血者数の換算比により、献血者
数に換算し「血液製剤の需要に必要な献血本数」を算
出する。 

また、血漿分画製剤用の原料血漿に必要な成分献
血（血漿献血）者数は、②の原料血漿必要量から全血
献血、血小板献血からの転用分を除いた量を基に原
料血漿の供給に必要な血漿献血者数を算出した。 
※「赤血球製剤・血小板製剤精製時に分離し、原料血

漿に転用された量」について 
平成 29 年度の 200mL 全血献血、400mL 全血献血、

血小板献血者数はそれぞれ 14 万、326 万、66 万人であ
った。 

一方、原料血漿に転用された量(L)は、200mL 全血献
血から 1.1 万 L、400mL 全血献血から 57.1 万 L、血小
板献血から 11.2 万 L であり、これをもとに、献血者 1
人当たりの原料血漿転用量を算出すると、200mL 全血
献血 0.076L/人、400mL 全血献血 0.175L/人、血小板献
血 0.171L/人である。 

これと 2025 年の必要な全血献血者数、血小板献血者
数に乗じて、推定原料血漿転用分を算出した。 

さらに令和4 年度研究の、年齢・時代・コホート (APC)
モデルによる供給予測の結果と 1)を比較し、献血の不
足分を献血不足分および目標献血率を算出する。 

 
なお、本研究は広島大学疫学倫理審査委員会の承認を

得て実施している（E2022-0147）。 
 
 
 
 

C. 研究結果 
1) 【供給】献血者数の将来推計のための献血者データの

利用申請：令和６年 11 月 22 日、日赤より追加の献血
者データの提供を受け、2006-2023 年度の献血者データ
ベースを作成した。なお、年間のべ献血者数は 2021 年
度 505 万人（令和 4 年度研究での予測値 493 万人）、
2022 年度 501 万人（同 482 万人）、2023 年度 501 万
人（同 471 万人）であった。令和 7 年度研究において
Age-Period-Cohort モデルによる献血者数の将来推計を
行う予定である。 

 
2) 【需要】血液製剤の需要予測とそのために必要な献血

者数の予測：  
①血漿分画製剤以外の血液製剤（赤血球、血小板、血漿）

の需要予測については、令和 5 年度研究において下
記の手順 
輸血用血液製剤の需要に関しては、日本赤十字社「血

液製剤単位数」（2008-2021 年）を年齢群で按分し、「人
口千人あたりの年齢群別血液製剤単位数」を算出し、一
般化線形モデルによる当てはめを行い、2021 年以降の
「血液製剤推定需要単位数」および「血液製剤の需要に
必要な献血本数」を算出 

で実施し、その結果 
1. 2025 年に必要な推定血液製剤需要単位数につい

て将来推計人口を用いて算出すると、赤血球製剤+
全血製剤 620 万単位、血小板製剤 870 万単位、血
漿製剤 205 万単位となる。 

2. 2028 年に必要な推定血液製剤需要単位数について
将来推計人口を用いて算出すると、赤血球製剤+全
血製剤 594 万単位、血小板製剤 834 万単位、血漿
製剤 194 万単位となる 

を報告した。 
 

②免疫グロブリン製剤の需要に必要な原料血漿量の需
要予測について、免疫グロブリン需要推計（NDB を
使用した免疫グロブリン製剤の使用実態と需要予測 
参照）において、以下の結果を得ている 
免疫ブロブリン製剤の需要は 
国内製剤の需要予測値は、2025 年度 1,776,344 本、

2028 年度 1,637,162 本 
海外製剤を含む総需要予測値は 2025 年度 2,363,737

本、2028 年度 2,431,523 本 
また必要原料血漿量について 
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国内製剤の需要予測に基づいた原料血漿量は2025年
度 88.8 万 L、2028 年度 81.9 万 L 

総需要予測値を期待自給率 95.3%で補正した原料血
漿量は 2025 年度 129.5 万 L、2028 年度 133.2 万 L 

 
③ ①②を献血者数に換算 

2025 年に必要な推定血液製剤需要単位数を血液製剤
の需要に必要な献血者数に換算すると、全血献血321万
人、血小板成分献血 83 万人、血漿成分献血（血漿製剤
製品用）18 万人となる。2028 年に必要な推定血液製剤
需要単位数を血液製剤の需要に必要な献血者数に換算
すると、全血献血 307 万人、血小板成分献血 80 万人。
血漿成分献血（血漿製剤製品用）17 万人となる。原料
血漿量確保のために必要な成分献血数（全血献血と血小

板献血からの原料血漿転用を除く）は 2025 年度
724,472～1,258,029 人、2028 年度 615,558～1,396,129
人と算出された。 

以上より、赤血球・血小板・血漿血液製剤と血漿分画
製剤を合わせた全血液製剤需要に必要な献血者数は
2025 年 度 4,943,934~5,477,491 人 、 2028 年 度
4,654,932~5,435,503 人と算出された。 

さらにこの結果を基に、献血不足分および目標献血率
を算出したところ、献血不足分は 2025 年度
453,473~987,030 人、2028 年度 513,115~1,293,686 人、
また16-39 歳の2025 年度目標献血率は6.4-8.2%、2028
年度目標献血率（暫定）は 6.3-8.8%となった。 

 
 

 
表 1. 血液製剤の需要に必要な献血者数および不足分 

 
 

表 2 献血推進 2025 の目標値検証と 2028 年度目標値案 
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D. 考察 
2019 年 12 月からのコロナ禍により、献血者の行

動や血液製剤の需要に影響があったと考えられるた
め、資料と数理モデルを更新し、献血本数の再予測を
行った。その結果、以下のことが明らかになった。 

1. 2025 年に必要な推定血液製剤需要単位数につ
いて将来推計人口を用いて算出すると、赤血球製剤+
全血製剤 620 万単位、血小板製剤 870 万単位、血漿
製剤 205 万単位となる。また 2028 年に必要な推定
血液製剤需要単位数について将来推計人口を用いて
算出すると、赤血球製剤+全血製剤 594 万単位、血小
板製剤 834 万単位、血漿製剤 194 万単位となる 

2. 本年度研究の免疫グロブリン需要推計（NDB を
使用した免疫グロブリン製剤の使用実態と需要予測 
参照）において、免疫ブロブリン製剤の需要は 2025
年 度 1,776,344~2,363,737 本 、 2028 年 度
1,637,162~2,431,523 本、また必要原料血漿量につい
て 2025 年度 88.8~129.5 万 L、2028 年度 81.9~133.2
万 L と報告した。これをもとに、血液製剤の需要に
必要な献血者数に換算すると、2025 年では全血献血
321 万人、血小板成分献血 83 万人、血漿成分献血（血
漿製剤製品用）18 万人となる。2028 年では全血献血
307 万人、血小板成分献血 80 万人。血漿成分献血（血
漿製剤製品用）17 万人となる。原料血漿量確保のた
めに必要な成分献血数（全血献血と血小板献血から
の原料血漿転用を除く）は 2025 年度 724,472～
1,258,029 人、2028 年度 615,558～1,396,129 人と算
出された。 

この結果を基に、原料血漿量確保のために必要な
成分献血数（全血献血と血小板献血からの原料血漿
転用を除く）は 2025 年度 724,472～1,258,029 人、
2028 年度 615,558～1,396,129 人と算出された。 

以上より、赤血球・血小板・血漿血液製剤と血漿分
画製剤を合わせた全血液製剤需要に必要な献血者数
は 2025 年度 4,943,934~5,477,491 人、2028 年度
4,654,932~5,435,503 人と算出された。 

献血不足分は 2025 年度 453,473~987,030 人、2028
年度 513,115~1,293,686 人、また 16-39 歳の 2025 年
度目標献血率は 6.4-8.2%となり、献血推進 2025 の
目標献血率 6.7%の修正は不要であると考えられた。
また、2028 年度目標献血率（暫定）を算出したとこ
ろ 6.3-8.8%となり、「献血推進 2025」目標値とほぼ
同じ値になると考えられた。 

なお、本研究の献血の需要と供給の将来推計値に
ついては、2024 年 7 月に行われた第１回献血推進調
査会に田中純子代表が参考人として招集され、「献血
推進 2025」の数値の妥当性の検証と、2028 の目標値
案として報告した。 

来年度（令和 7 年度）研究においては、献血者デ
ータおよび血液製剤供給実績データを更新し需給予
測を行い、2028 年度献血目標値を更新する予定であ
る。 
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